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 日系企業の進出拡大が期待されるフィリピン食品業界 
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 近年、日系食品メーカーの間では、国

内市場が成熟化するなか、成長機会を求

めて海外での事業展開を模索する動きが

みられます。こうした海外進出のターゲ

ット地域の一つとなる東南アジアでは、

経済発展が続くフィリピンが進出候補先

として見直されており、今後の動向が注

目されています。 
 
フィリピンの進出環境の改善 

 
 フィリピンは、約 9,600 万人と東南ア

ジア域内でインドネシアに次ぐ人口を有

しているほか、高い出生率を背景に長期

に亘って高水準の人口増加率（約+3%/
年）が続いていることから、もともと食

品など消費財メーカーにとって進出する

市場としての基本的な条件を満たしてい

ます。 
 もっとも、フィリピンは、1990 年代

に対外債務不履行を起こし海外投資家か

らの信任を失った経緯があることに加え、

汚職の蔓延により賄賂次第で当局の判断

が変わるなど事業運営にあたっての不透

明性・不確実性が高いといったことなど

図表１ 東南アジア諸国の比較 

フィリピン
インド

ネシア
タイ

マレー

シア
ベトナム

2,504 8,782 3,656 3,035 1,381

一人あたり

GDP(USD)
2,614 3,592 5,678 10,631 1,528

9,580 24,447 6,438 2,855 9,039

15歳以下

構成比
33.5% 26.7% 21.5% 29.1% 25.1%

人口成長率

(2010～20)
1.8% 1.0% 0.5% 1.5% 1.1%

6.6% 6.2% 6.4% 5.6% 5.0%

(注)マクロ指標は2012年時点 （出所）Bloomberg、IMF
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もあり、これまで外資系企業の進出はあ

まり進んできませんでした。 
 しかしながら、約 1,000 万人といわれ

る海外労働者からフィリピンへの送金の

拡大が続くなか、小売りなど内需産業が

好調で所得水準も向上し、これが高い経

済成長につながるといった好循環が、こ

こ数年で生まれ始めています。 
 また、財政収支の改善が評価され、一

部の格付機関がソブリン格付を投資適格

としたことや、2010 年の選挙でクリー

ンな政治をスローガンに圧勝したアキノ

大統領が、就任後に汚職撲滅の取組みを

進め、企業進出の阻害要因となってきた、

事業運営にあたっての不透明性・不確実

性に改善がみられることなどから、進出

にあたっての素地が整いつつあります。 
 

食品業界を取り巻く環境の変化 

 
 フィリピンの食品業界においては、人

口の増加や所得水準の向上を受け、食品

自体の市場が拡大しているなか、家事の

時間を節約したいと考えている都市部の

共働き世帯の増加を背景として加工食品

の需要拡大が続いており、ここ 5 年間の

同国における加工食品市場の成長率は約

+6.2％/年と、高い伸びを示しています。 
 また、フィリピンでは食の多様化も進

みつつあり、マニラ首都圏では居酒屋や

ラーメン店といった日本の外食企業の参

入が相次いでおり、日本食に対する評価

も高まっています。このように日本食が

身近になるにつれ、日本の加工食品のニ

ーズも高まっています。 
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 加えて、これまで、フィリピンでは国

内数十万店舗に及ぶ小規模小売店舗を広

域でカバーする卸業者が育っていないな

か、新規参入企業は自前で流通網を構築

する必要があり、実質的な参入障壁とな

っていました。もっとも、足元では都市

部を中心にハイパーマーケットやコンビ

ニエンスストアなど、近代的な小売チェ

ーンの拡大が進んでおり、日系食品メー

カーはこうした小売りチャネルを販路と

してフィリピンでの販売に取組み始めて

います。 
 

フィリピンでの事業拡大における課題 

 
 フィリピンへ参入した日系食品メーカ

ーの多くは、商品を日本、あるいは東南

アジアの生産拠点から輸入していること

などから、コストが嵩んで販売価格を下

げられず、結果として富裕層向けの事業

に止まっているといった課題を抱えてい

ます。 
 こうした状況を打開するべく、中間所

得層以下のボリュームゾーンにも受け入

れられる販売価格を実現するためには、

現地生産に加え原材料の現地調達などに

よるコスト削減が求められますが、同国

図表２ 加工食品市場の推移 

(注)1ペソ＝2.3円 （出所）Euromonitor
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において安全・安心な原材料を安定調達

するルートを構築することは容易ではな

いとみられています。 
 また、ボリュームゾーンへ販路を拡大

していくためには、各地の卸業者を通じ

て小売りチャネルの大部分を占める小規

模小売店舗へも行き渡らせる必要があり

ますが、こうした卸業者へ販売するにあ

たっては、販売代金の管理・回収などの

ノウハウが必要になります。 
 加えて、全国的にブランド認知度を高

めていくためには、現地の実情に合った

広告宣伝や、現地の味の好みに合わせて

調整した新商品開発も求められます。 
  
今後の方向性 
 
 このような課題を解決するためには、

日系食品メーカー単独では多大なコスト

や時間を要するとみられることから今後

は、①原材料の調達ルート、②各地の卸

業者への販売ルート、③ブランドの構築

ノウハウ、などに優れた地場の大手食品

メーカーとの協業が重要な施策の一つに

なるとみられています。 
 一方、地場企業においても、消費者の

嗜好の変化に対応して商品ラインアップ

を拡充したいといったニーズが高まって

おり、実際、世界的な食品メーカーとの

協業を探る動きもみられます。フィリピ

ンにおいて有力な地場企業の顔ぶれは限

られているだけに、日系食品メーカーが

世界の大手企業に遅れることなくフィリ

ピンで事業基盤を構築出来るか、今後の

各社の取組みが注目されます。（清田） 
 


